
年５日の有休取得が義務付けられました 

賃金が下がらず、いつでも取れてこそ有給休暇 
 

 年次有給休暇（有休）は労働者の当然の

権利です。 

定時制･パートでも有休はあります 

 有休の最低限の付与日数は、下の表のと

おりで、定時制・嘱託・パートなど労働時

間の短い労働者でも、労働時間に応じて比

例付与されます。また３か月とか半年とか

の契約で更新している場合でも、勤続年数

は通算されます。 

 パートに有休はないとか、半年契約だか

ら有休はない、などという会社があったら、

法律違反なのです。 

有休消化が年５日未満なら罰金 

 2019年４月から、企業は従業員（年10日

以上の権利がある者）に対して、年５日以

上の有休を、時季を指定して取得させるこ

とが義務付けられました。違反した場合は、

30万円以下の罰金が課されます。時季の指

定は、労働者の意見を聞いて、その希望に

そった時季にしなければなりません。 

 

 

 

 

 

 

 

賃金が減らない仮想営収方式を 

 有休を取った場

合の賃金保障につ

いては、労基法で、

①平均賃金②通常

の賃金③健保日額

のいずれかで払う

と決められていま

す。 

 しかし、有休を取ったため足切に届かな

かったり、累進歩合の場合には、大幅に賃

金や一時金が下がる場合があります。 

 有休を取った日に平均的な営収をあげた

ものとみなして賃金計算をする仮想営収方

式や、有休取得日数に応じて足切（歩合率

の変更点）を引き下げる足切減額方式で計

算すれば賃金が下がることはありません。 

 労働組合がある職場では、会社と団体交

渉をして賃金保障を協定したり、いつでも

気兼ねなく有休がとれる職場づくりにとり

くんでいます。 
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週 １年間で 0.5年 1.5年 2.5年 3.5年 4.5年 5.5年 6.5年以上

５日以上
（正規雇用）

４日 169～216日 7 8 9 10 12 13 15

３日 121～168日 5 6 6 8 9 10 11

２日 73～120日 3 4 4 5 6 6 7

１日 48～72日 1 2 2 2 3 3 3

20日

◎年次有給休暇の付与日数（労基法で決まっている最低基準）

所定労働日数 継　続　勤　務　年　数

217日以上 10日 11日 12日 14日 16日 18日


